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総 行 安 第 １ １ 号 

平成２７年５月１４日 

各都道府県総務部（局）長 

（安全衛生担当課扱い） 

殿 

各指定都市人事主管局長 

（安全衛生担当課扱い） 

総務省自治行政局公務員部 

安 全 厚 生 推 進 室 長  

（ 公 印 省 略 ） 

労働安全衛生法の一部を改正する法律の施行に伴う 

厚生労働省関係省令の整備に関する省令等について 

 労働安全衛生法の一部を改正する法律(平成２６年法律第８２号)が平成２６年６

月２５日に公布され、心理的な負担の程度を把握するための検査(以下「ストレスチ

ェック」という。）及びその結果に基づく面接指導の実施を事業者に義務付けること

等を内容としたストレスチェック制度の実施に向け準備を進めていただいていると

存じます。 

 今般、ストレスチェック制度等に関し必要な関係省令の整備を行うため、「労働安

全衛生法の一部を改正する法律の施行に伴う厚生労働省関係省令の整備に関する省

令（平成２７年厚生労働省令第９４号)」が、平成２７年４月１５日に公布され、こ

のうちストレスチェック制度に係るものについては、平成２７年１２月１日から施行

されることとなっています。 

 改正省令では、ストレスチェックの実施及びその結果に基づく医師による面接指導

の実施等に係る事項等が規定されています。 

 また、看護師又は精神保健福祉士がストレスチェックを実施するに当たって受ける

べき研修の内容を定めた「労働安全衛生規則第５２条の１０第１項第３号の規定に基

づき厚生労働大臣が定める研修(平成２７年厚生労働省告示第２５１号)」及び改正法

第６６条の１０の規定に基づきストレスチェック制度の適切かつ有効な実施を図る

ための指針として「心理的な負担の程度を把握するための検査及び面接指導の実施並

びに面接指導結果に基づき事業者が講ずべき措置に関する指針」も同じく平成２７年

４月１５日に公布・公表され、いずれも平成２７年１２月１日から適用されることと

なり、別添のとおり、厚生労働省労働基準局長から地方公共団体への周知依頼があり

ました。 

 貴職におかれては、改正法の円滑な施行に向け、遺漏のないよう格別のご配慮をお

願いします。 
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 なお、ストレスチェック実施の事業者への義務付けは、常時使用する労働者が５０

人未満の事業場については当分の間努力義務とされていますが、事業場の規模に関わ

らず、貴職におかれては改正法の趣旨を踏まえ、メンタルヘルス不調で治療中のため

受検の負担が大きいなどの特別な理由がない限り、全ての職員にストレスチェックを

実施いただくよう検討をお願いします。 

 今回の改正省令の概要を下記に記述しましたので参考としてください。 

 本通知は地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第５９条（技術的助言）及び

地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４５条の４（技術的な助言）に基づくも

のです。 

 

記 

 

 １ 検査の実施等に係る規定の整備 

  ① 実施時期と検査の内容（第５２条の９関係） 

    事業者は、常時使用する労働者について、１年以内ごとに１回、定期に検査

を行うこと。 

  ② 検査の実施者等（第５２条の１０関係） 

    医師又は保健師のほか、厚生労働大臣が定める一定の研修を修了した看護師

又は精神保健福祉士とすること。また、検査を受ける労働者について、解雇等

の直接的な人事権を持つ監督者は、検査の実施の事務に従事してはならないこ

と。 

  ③ 結果の通知（第５２条の１２関係） 

    検査結果は、検査の実施者から、遅滞なく、労働者に通知されるようにしな

ければならないこと。 

  ④ 同意の取得（第５２条の１３関係） 

    検査の結果を事業者に提供することについての労働者の同意の取得は、書面

又は電磁的記録によらなければならないこと。 

  ⑤ 結果の保存等（第５２条の１３関係） 

    事業者は、労働者の同意を得て、検査の結果を把握した場合には、当該結果

の記録を作成し、５年間保存しなければならないこと。 

 

 ２ 検査結果の集団ごとの分析等に係る規定の整備（第５２条の１４関係） 

   事業者は、実施者に、検査の結果を一定規模の集団ごとに集計させ、その結果

について分析させるよう努めるとともに、当該分析結果を勘案し、必要があると

認めるときは、その集団の労働者の実情を考慮して、当該集団の労働者の心理的

な負担を軽減するための適切な措置を講ずるよう努めなければならないこと。 

 

 ３ 検査結果に基づく面接指導の実施等に係る規定の整備 

  ① 検査結果に基づく面接指導の対象となる労働者の要件（第５２条の１５関係） 

    検査の結果、ストレスの程度が高い者であって、検査を行った実施者が面接

84



 
指導の実施が必要と認めたものとすること。 

  ② 面接指導の申出（第５２条の１６関係） 

    労働者が検査の結果の通知を受けた後、面接指導の申出を遅滞なく行うとと

もに、事業者は、申出があったときは、遅滞なく、面接指導を実施しなければ

ならないこと。また、実施者は、面接指導の対象となる労働者の要件に該当す

る労働者に対して、面接指導の申出を行うよう勧奨することができること。 

  ③ 医師の確認事項（第５２条の１７関係） 

    医師は、面接指導を行うに当たっては、当該労働者の勤務の状況や心理的な

負担の状況等を確認すること。 

  ④ 結果の保存（第５２条の１８関係） 

    事業者は、面接指導の結果の記録を作成し、これを５年間保存しなければな

らないこと。 

  ⑤ 意見聴取（第５２条の１９関係） 

    面接指導の結果に基づく医師からの意見聴取は、面接指導が行われた後、遅

滞なく行わなければならないこと。 

  

85



総 行 安 第 ３ 号 

平成３１年２月１日 

 

各都道府県総務部（局）長 

 （ 安 全 衛 生 担 当 課 扱 い ） 

各都道府県人事委員会事務局長 

各 指 定 都 市 総 務 局 長 

 （ 安 全 衛 生 担 当 課 扱 い ） 

各指定都市人事委員会事務局長 

 

総務省自治行政局公務員部  

                       安 全 厚 生 推 進 室 長 

                       （ 公 印 省 略 ） 

 

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律による 

改正後の労働安全衛生法令の解釈等及び人事院規則等の一部改正 

を踏まえた対応について 

 

働き方改革を推進するための関係法律の整備に関する法律（平成30年法律第71号）等

による改正後の労働安全衛生法関係の解釈等（以下「安衛法解釈通知」という。）につ

いて、別添１のとおり、平成30年12月28日付基発1228第15号により厚生労働省労働基

準局長より各都道府県労働局長あてに通知されたところです。 

また、国家公務員については、別添２のとおり、平成31年2月1日付で人事院規則10－

4（職員の保険及び安全保持）及び同運用通知等が改正され、各府省等に通知されたと

ころです。 

地方公共団体においては、原則地方公務員にも適用される、最低基準を定める改正後の

労働安全衛生法を遵守しつつ、地方公務員の勤務条件について国家公務員との均衡を図る

観点から人事院規則の一部改正を踏まえ、地方公務員の健康管理に努める必要がありま

す。 

つきましては、以下の点に留意しつつ、関係規定や体制の整備等を行っていただきます

ようお願いします。 

 

 

記 

 

 

殿 
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１． 改正後の労働安全衛生法第 66 条の８の４（高度プロフェッショナル制度に係る長

時間労働者に対する医師による面接指導）を除き、改正後の労働安全衛生法等は、地

方公務員にも適用されるものであること。 

  今回の改正に当たって特に、 

①  産業医・産業保健機能の強化（安衛法解釈通知 第 1）、 

②  労働者の申出により行う長時間労働に関する医師の面接指導の対象となる時間 

外・休日労働時間の要件を１箇月当たり 100 時間から 80 時間に引き下げる等長時 

間労働した者に係る医師の面接指導の強化（安衛法解釈通知 第 2 問２から問７） 

③  上記②のための客観的な方法による労働時間の状況の把握等（安衛法解釈通知

第 2 問８から問１４） 

について十分留意し対応を行うこと。 

 

 

２．以下の事項については、改正後の労働安全衛生法等の規定及び解釈とは別に、国家公

務員との均衡を踏まえ、対応すること。 

（１）安衛法解釈通知の第２問１の＜医師による面接指導の対象となる労働者の要件＞の

うち、「時間外・休日労働時間が１月当たり８０時間を超えた時間」について、法定

労働時間（１週間当たり 40 時間）を超えた時間を基準としているのは、人事院規則

10-―4 及び同運用通知等で定める、超過勤務時間（所定労働時間（例：１週間当たり

38 時間 45 分）を超えて勤務を命じた時間）を基準とすること。 

（「人事院規則 10-4（職員の保健及び安全保持）の運用について」第９条関係４（２）） 

 

（２）上記２（１）の超過勤務時間が１００時間以上又は２～６ヶ月平均で８０時間を超

えて超過勤務を行った職員（管理職を含む。）には、本人からの申し出の有無にかか

わらず、医師による面接指導の対象とすること。 

（「人事院規則 10-4（職員の保健及び安全保持）の運用について」第２２条の２関係１） 

 

 

 

 安全厚生推進室安全厚生係 

担 当：石井係長、渡邉事務官 

連絡先：03-5253-5560（直通） 
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総 行 公 第 ８ 号  

平成 31 年２月１日  

 

 各 都 道 府 県 総 務 部 長 

 （人事担当課、市町村担当課、区政課扱い） 

 各 指 定 都 市 総 務 局 長 

 （人事担当課扱い） 

 各 人 事 委 員 会 事 務 局 長 

 

 

総務省自治行政局公務員部公務員課長  

（ 公 印 省 略 ）     

 

 

人事院規則 15－14（職員の勤務時間、休日及び休暇）の一部改正等について 

 

 人事院規則 15－14（職員の勤務時間、休日及び休暇）（以下「人規」という。）の一部

を改正する人事院規則（人事院規則 15－14－36）が公布されるとともに、「職員の勤務時

間、休日及び休暇の運用について」（以下「運用通知」という。）の一部を改正する通知

（職職－14）及び「超過勤務を命ずるに当たっての留意点について」（職職－22）（以下

「局長通知」という。）が発出され、平成 31 年４月１日から施行されることとなります。 

つきましては、各地方公共団体におかれては、地方公務員法の趣旨に沿い、これらの内

容を踏まえ、超過勤務命令の上限時間等について平成 31 年４月より適用すべく、条例、人

事委員会規則等の改正など所要の措置を講じていただくようお願いします。なお、主な内

容は下記のとおりですので、ご留意ください。 

 おって、各都道府県においては、市区町村等にも御連絡いただくようお願いします。 

 なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各市区

町村に対しても、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。 

 本通知は、地方公務員法（昭和 25 年法律第 261 号）第 59 条（技術的助言）及び地方自

治法（昭和 22 年法律第 67 号）第 245 条の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

記 

 

Ⅰ 超過勤務命令の上限時間関係 

 １ 超過勤務命令の上限時間 

  ・ 職員に超過勤務を命ずる場合には、次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ次に

定める時間数及び月数の範囲内で必要最小限の超過勤務を命ずるものとすること。

（人規第 16 条の２の２第１項関係、運用通知第 10 の第 10 項関係） 

   ⑴ ⑵の部署以外の部署に勤務する職員 次に掲げる職員の区分に応じ、それぞれ

次に定める時間及び月数 

    ア イに掲げる職員以外の職員 次の①及び②に定める時間 

     ① １箇月 45 時間 

     ② １年 360 時間 

殿 
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    イ １年において勤務する部署が⑵の部署から⑴の部署となった職員 次の①及

び②に定める時間 

     ① １年 720 時間 

     ② ア及び⑵（⑵②を除く。）の時間及び月数並びに職員の健康及び福祉を考

慮して、人事院が定める期間において人事院が定める時間及び月数 

人事院が定める期間 人事院が定める時間及び月数 

⑵の部署から⑴の部署となった日から当

該日が属する月の末日までの期間（特定

期間） 

・ １箇月 100 時間未満 

・ １箇月ごとに区分した各期間に当該

各期間の直前の１箇月、２箇月、３箇

月、４箇月及び５箇月の期間を加えた

それぞれの期間 １箇月当たり平均 80

時間 

・ １年のうち１箇月において 45時間超

の月数 ６箇月 

特定期間の末日の翌日から１年の末日ま

での期間 

・ 1箇月 45 時間 

・ 当該期間において命ずる時間 30 時

間×当該期間の月数 

 

   ⑵ 他律的業務（業務量、業務の実施時期その他の業務の遂行に関する事項を自ら

決定することが困難な業務をいう。）の比重が高い部署として各省各庁の長が指

定するものに勤務する職員 次に定める時間及び月数 

    ① １箇月 100 時間未満  

    ② １年 720 時間 

    ③ １箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の直前の１箇月、２箇月、３箇月、

４箇月及び５箇月の期間を加えたそれぞれの期間 １箇月当たりの平均時間が

80 時間 

    ④ １年のうち１箇月において 45 時間を超えて超過勤務を命ずる月数 ６箇月 

 

 ２ 部署の単位について 

  ・ 「部署」の単位は、原則として課若しくは室又はこれらに相当するものとするこ

と。（運用通知第 10 の第４項関係） 

 

 ３ 他律的業務の比重が高い部署について 

  ・ 他律的業務の比重が高い部署の範囲を必要最小限のものとし、当該範囲を定めた

場合には、速やかに職員に周知しなければならないこと。当該範囲を変更する場合

も同様とすること。（運用通知第 10 の第 11 項関係） 

 

    他律的業務の比重が高い部署には、国会関係、国際関係、法令協議、予算折衝等

に従事するなど、業務の量や時期が各府省の枠を超えて他律的に決まる比重が高い

部署が該当し得るが、ある部署が他律的業務の比重が高い部署に該当するか否かに

ついては、当該部署の業務の状況を考慮して、適切に判断する必要があること。（局

長通知第１関係） 
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Ⅱ 上限時間の特例関係 

 １ 上限時間の特例 

  ・ 特例業務（大規模災害への対処、重要な政策に関する法律の立案、他国又は国際

機関との重要な交渉その他の重要な業務であって特に緊急に処理することを要する

ものと各省各庁の長が認めるものをいう。）に従事する職員に対し、上限時間を超

えて超過勤務を命ずる必要がある場合については、上限時間の規定（当該超えるこ

ととなる時間又は月数に係る部分に限る。）は適用しないこと。人事院が定める期

間において、特例業務に従事していた職員に対し、上限時間を超えて超過勤務を命

ずる必要がある場合として人事院が定める場合も、同様とすること。（人規第 16 条

の２の２第２項関係、運用通知第 10 の第 13 項関係） 

人事院が定める期間 人事院が定める場合 

 

１箇月 

 

当該期間において、職員が特例業務に従事し

ていたことがある場合であって、当該期間に

ついて規定する上限時間を超えて超過勤務を

命ずる必要があるとき。 

 

１箇月ごとに区分した各期間に当該各期間の

直前の１箇月、２箇月、３箇月、４箇月及び

５箇月の期間を加えたそれぞれの期間 

当該期間のいずれかにおいて、職員が特例業

務に従事していたことがある場合であって、

当該従事していたことがある期間について当

該期間について規定する上限時間を超えて超

過勤務を命ずる必要があるとき。 

 

１年 

 

当該期間において、職員が特例業務に従事し

ていたことがある場合であって、当該期間に

ついて規定する上限時間又は月数を超えて超

過勤務を命ずる必要があるとき。 

 

特定期間の末日の翌日から１年の末日までの

期間 

当該期間において、職員が特例業務に従事し

ていたことがある場合であって、当該期間に

ついて規定する上限時間を超えて超過勤務を

命ずる必要があるとき。 

 

  ・ 各省各庁の長は、特例業務の範囲を、職員が従事する業務の状況を考慮して必要

最小限のものとしなければならないこと。（運用通知第 10 の第 12 項関係） 

 

    職員に特例業務により、上限時間又は月数（以下「上限時間等」という。）を超

えて超過勤務を命ずることができるか否かについては、当該職員が従事し、又は従

事していた特例業務の状況、当該特例業務の規模及び発生時期並びに当該特例業務

に当該職員が従事した期間を考慮して、上限時間等に係る期間ごとにそれぞれ判断

する必要があること。（局長通知第２（１）関係） 

 

    特例業務に従事し、又は従事していた職員に対しても、できる限り上限時間等の

範囲内で超過勤務を命ずる必要があることは当然であり、特例業務により上限時間

等を超えて職員に超過勤務を命ずることができる場合とは、特例業務が発生した時

期や状況によるが、当該職員が従事し、又は従事していた業務の一部に特例業務が
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含まれていることでは足りず、あくまでも特例業務の処理が原因となって当該職員

に上限時間等を超えて超過勤務を命じざるを得ないときであること。（局長通知第

２（２）関係） 

 

 ２ 上限時間を超えて超過勤務を命ずる場合の措置 

  ・ 上限時間等を超えて職員に超過勤務を命ずる場合には、あらかじめその旨を職員

に通知するものとすること。ただし、特例業務の処理に要する時間をあらかじめ見

込み難いため、上限時間等を超えて超過勤務を命ずる必要があるかどうかを判断す

ることが困難であることその他の事由により職員にあらかじめ通知することが困難

である場合は、この限りではないこと。この場合においては、事後において速やか

に職員に通知するものとすること。（運用通知第 10 の第 14 項、第 15 項関係） 

 

  ・ 各省各庁の長は、上限時間等を超えて職員に超過勤務を命ずる場合には、当該超

えた部分の超過勤務を必要最小限のものとし、かつ、当該職員の健康の確保に最大

限の配慮をするとともに、当該超過勤務を命じた日が属する当該時間又は月数の算

定に係る１年の末日の翌日から起算して６箇月以内に、当該超過勤務に係る要因の

整理、分析及び検証を行わなければならないこと。（人規第 16 条の２の２第３項関

係） 

 

    要因の整理、分析及び検証においては、上限時間等を超えて超過勤務を命ぜられ

た職員について、少なくとも①所属部署、②氏名、③特例業務に係る超過勤務を命

じた月又は年における超過勤務時間又は月数及び当該月又は年に係る上限時間等、

④特例業務の概要、⑤人員配置又は業務分担の見直し等によっても回避できなかっ

た理由を記録しなければならないこと。（運用通知第 10 の第 16 項関係） 

 

Ⅲ 超過勤務の縮減関係 

 ・ 各省各庁の長は、業務量の削減又は業務の効率化に取り組むなど、超過勤務の縮減

に向けた適切な対策を講ずるものとすること。（運用通知第 10 の第 18 項関係） 

 

   適切な対策の例としては、業務の在り方や処理方法の見直し、計画的な業務遂行、

管理者が超過勤務縮減に積極的に取り組み、率先して退庁するなどの職場環境の整備

や人事配置の見直し等が考えられること。（局長通知第４関係） 
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                          総 行 安 第 ２ 号 

                          令 和 ２ 年 １ 月 1 7日 

 

各都道府県総務部（局）長 

（ 安 全 衛 生 担 当 課 扱 い ） 

各都道府県人事委員会事務局長 

各 指 定 都 市 総 務 局 長     

（ 安 全 衛 生 担 当 課 扱 い ） 

各指定都市人事委員会事務局長 

 

 総務省自治行政局公務員部 

                         安 全 厚 生 推 進 室 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

地方公共団体における安全衛生管理体制の整備状況及び心理的な 

負担の程度を把握するための検査の実施状況等について 

 

 

標記の件については、令和元年12月24日付で「平成30年度地方公共団体の勤務条件等に関する

調査」において「安全衛生管理体制の整備状況」及び「心理的な負担の程度を把握するための検

査の実施状況」の結果を公表したところです。 

今回、別添のとおり、公表資料の補足資料として「地方公共団体におけるストレスチェック制

度の実施状況」を、その他参考資料として「安全衛生に関係する法令等（抜粋）」及び「地方公共

団体の事業場の労働基準法別表第一の号別決定の実際例と安全衛生体制、労働基準監督機関の例

示」をお送りしますので、下記の事項を踏まえ、適切に対応いただくようお願いします。 

本通知は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第59条（技術的助言）及び地方自治法（昭和

22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

記 

 

１．地方公務員の労働安全衛生を取り巻く状況について 

最近の各種調査では、「精神及び行動の障害」による地方公務員の長期病休者数（平成30年度）

が10万人当たり1,472.5人（68人に１人）と15年前の約2.5倍となるなど年々増加している状況

にあります。また、平成31年４月１日に施行された働き方改革を推進するための関係法律の整

備に関する法律（平成30年法律第71号）により、長時間労働をはじめとした職場の課題の改善

に当たって産業医や衛生委員会等の役割は益々重要なものとなっているところです。 

 

殿 
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２．メンタルヘルス対策の推進について 

労働安全衛生法（昭和47年法律第57号）（以下「安衛法」という。）に基づき選任・設置（以

下「選任等」という。）が義務付けられている各種管理者等又は衛生委員会等の調査審議機関を

選任等していない事業場を有する地方公共団体にあっては速やかに改善していただくよう、ま

た、全ての地方公共団体において、これらの安全衛生管理体制を有効に活用していただきます

ようお願いいたします。 

また、地方公共団体における心理的な負担の程度を把握するための検査（いわゆる「ストレ

スチェック」）については、職員のメンタルヘルス不調を未然に防止するという観点から、制度

の趣旨を踏まえ事業場の規模に関わらず、メンタルヘルス不調で治療中のため受検の負担が大

きいなどの特別な理由が無い限り全ての職員に対して実施するとともに、高ストレス者に対す

る面接指導の勧奨、集団分析の実施及びその活用による職場環境の改善に積極的に取り組むな

ど、メンタルヘルス対策をより一層推進していただきますようお願いいたします。 

 

３．労働基準監督機関としての職権の行使について 

人事委員会においては、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第58条第５項の規定により、

労働基準法（昭和22年法律第49号）別表第１第11号（通信業）、第12号（教育等）及び同表第１

の各号に該当しない事業場（本庁、支所、出張所等）に対して安衛法に係る労働基準監督機関

の職権を行うこととされていることから、各種管理者等又は衛生委員会等の調査審議機関を選

任等していない事業場に対する指導や、選任等されている事業場に対してもその活用に向けて

助言を行うなど、適切に対応が行われるよう監督指導をしていただきますようお願いします。 

なお、地方公共団体における安全衛生管理体制については、安衛法により各種管理者等及び

衛生委員会等の調査審議機関の選任等について罰則も定め義務付けられていることに引き続き

ご留意いただきますようお願いいたします。 

 

 

 
担 当：安全厚生推進室安全厚生係 森谷係長、渡邉 

ＴＥＬ：03－5253－5560（直通） 

ＦＡＸ：03－5253－5561 
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総 行 安 第 ９ 号  

令和２年３月２６日  

 

 各都道府県総務部（局）長 

 （安全衛生担当課・公務災害担当課扱い） 

（市町村担当課・区政課扱い） 

 各 指 定 都 市 総 務 局 長 

 （安全衛生担当課・公務災害担当課扱い）  

  

                         総務省自治行政局公務員部 

                         安 全 厚 生 推 進 室 長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

 

新型コロナウイルス感染症による地方公共団体職員の健康管理・安全管理について 

 

 

各地方公共団体におかれては、この度の新型コロナウイルス感染症への対応に多大なご尽力をいただ

いているところですが、特に、感染が拡大傾向にある地域にあっては、保健師、消防職員、医療関係に

従事する職員等においては、精神的な緊張を伴う職務の中で心身の負担が過度となりメンタルヘルス不

調をきたすことが懸念されること等から、下記１について積極的にご活用いただくとともに、また、職

場内の感染拡大防止及び適切な公務災害補償の実施の観点から、下記２についてご留意いただきますよ

う、よろしくお願いいたします。 

なお、各都道府県総務部（局）長におかれましては、貴都道府県内の市区町村及び一部事務組合等に

対し、この旨周知いただきますようお願いいたします。 

 

記 

 

１．メンタルヘルス等に係る相談について 

  地方公共団体職員を対象としたメンタルヘルス等に係る相談については、各共済組合が実施してい

る相談事業や、（一財）地方公務員安全衛生推進協会（以下「安衛協」という。）によるメンタルヘ

ルス対策サポート推進事業※を有効に活用していただきたいこと。 

 

２．新型コロナウイルス感染症を発症した場合の相談体制等について 

  職員が新型コロナウイルス感染症を発症した場合には、原因が公務、私事に関わらず、各所属から

人事当局への報告を行うなど適切に対応いただきたいこと。 

  また、例えば、患者の診療若しくは看護の業務に従事したために新型コロナウイルス感染症を発症

するなど、公務又は通勤に起因して発症したものであると認められるときは、公務災害補償又は通勤

災害補償の対象となることから、その旨を、職員向けポータルサイト等において、新型コロナウイル

ス感染症の予防に関することと併せて周知していただきたいこと。 

 

※ メンタルヘルス対策サポート推進事業 

  主に人事担当者・安全衛生担当者・福利厚生担当者向けに、メンタルヘルス対策全般に係る相談窓

口を設置し、専門の相談員（臨床心理士等）が電話・メール等によりアドバイスを行っています。 

  http://www.jalsha.or.jp/schd/schd08（平成 31 年４月１日付け地基メ第６号、安衛推協第 70 号

地方公務員災害補償基金理事長及び安衛協理事長通知により各地方公共団体に通知しています。なお、

令和２年度の同通知については、令和２年４月１日に通知予定です。） 
上記のほか、各地方公共団体に臨床心理士等を派遣する「メンタルヘルス対策支援専門員派遣事業」も行っていま

す。 

（注）詳細については、安衛協企画課（TEL 03－3230-2021（直通））にご確認ください。 

 

殿 

【連絡先】 

 公務員部安全厚生推進室 

  担当：森谷、番、渡邉 

  電話：03-5253-5560（直通） 
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地 基 メ 第 ６ 号 

安 衛 推 協 第 7 0 号 

平 成 3 1 年 ４ 月 １ 日 

 

各地方公共団体の長 

            殿 

各一部事務組合等の長 

 

地 方 公 務 員 災 害 補 償 基 金 

理事長 田谷  聡 

                           （公印省略） 

 

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会 

理事長 渕上 俊則 

                           （公印省略） 

 

平成 31 年度メンタルヘルス対策の支援事業の実施について 

 

 メンタルヘルス対策は、労働安全衛生法（昭和 47 年法律第 57 号）により事業者の

責務とされており、また、労働安全衛生法の一部を改正する法律（平成 26 年法律第

82 号）により、新たにストレスチェックの実施等が事業者の義務とされ、民間企業と

同様、地方公共団体においても各任命権者において適切なメンタルヘルス対策の実施

が求められているところです。 

 このように、メンタルヘルス対策への社会的関心が高まっており、加えてメンタル

ヘルス対策の実施は公務災害の防止にもつながることから、本年度におきましても、

職場のメンタルヘルス対策を担当する地方公共団体等の職員向けの相談窓口を設置

する等により、地方公共団体等のメンタルヘルス対策を支援することとしました。 

つきましては、別添のとおり、事業概要をお送りしますので、積極的な活用をお願

いいたします。 
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（別添１－２）メンタルヘルス対策サポート推進事業の概要 

 

1.窓口設置日  平成３１年４月４日（木）  

（１）電話相談受付【専用ダイヤル】03－5213－4310 

   相談受付日：原則、週２日【月・木】（ただし、祝日・年末年始を除く） 

   受付時間 ：10：00～16：00（12：00～13：00 を除く） 

   ※別添１－３及び協会ホームページ（http://www.jalsha.or.jp/）にてご確認

ください。 

（２）Eメール相談受付【専用アドレス】 menherusodan@jalsha.or.jp 

   相談受付日・受付時間：全日 24 時間 

   ※原則、ご相談に対する回答は、電話相談受付日となります。 

（３）相談員派遣 

   窓口による相談内容等を踏まえ、必要な場合には相談員を派遣します。 

 

２ 対  象  者  地方公共団体等の管理職員、人事・職員厚生担当者、衛生管理者

等のメンタルヘルス対策担当職員 

 

３ 費   用  無料 

 

４ 留 意 事 項   

（１）相談は、臨床心理士等のメンタルヘルス相談員が対応いたします。 

（２）E メールによる相談は、原則、電話又はメール返信により、電話相談受付日に

回答いたします。 

（３）相談内容等を踏まえ、必要な場合には相談員を派遣します。 

（４）相談内容とお答えした内容については、個人情報や個人の特定に繋がるような

情報を削除し、改編した上で、事例等として協会ホームページで公開させていた

だく場合があります。 

（５）なお、その他メンタルヘルス対策全般に関することについては、基金メンタル

ヘルス対策サポート推進室にご相談ください。 

 

〔問い合わせ先〕 

地方公務員災害補償基金 メンタルヘルス対策サポート推進室 平野、加藤 

〒102-0093 千代田区平河町２－16－１ 平河町森タワー８Ｆ 

電話：03-5210-1342   FAX：03-5210-1348 

一般財団法人地方公務員安全衛生推進協会 企画課 中尾、古俣 

〒102-0083 千代田区麹町３丁目２番地 垣見麹町ビル 

電話：03-3230-2021   FAX：03-3230-2266 
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平成31年4月～
※電話相談は、カレンダーに「○」を記した日の10時～16時（12時から13時を除く）となります。
また、Eメールによる相談は、専用アドレスにて全日24時間受け付けています。

４ 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

５ 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１

水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

６ 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

７ 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

８ 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１

木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

９ 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

10 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１

火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

11 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０

金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

12 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

１ 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１

水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

２ 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

３ 月
１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９ １０ １１ １２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０ ２１ ２２ ２３ ２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９ ３０ ３１

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火

電話相談日 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇

（注）上記の相談日（予定）については、今後、ご相談の状況等を踏まえて変更する場合があります（協会ホームページに掲載します。）。

平成３１年度 メンタルヘルス対策サポート推進事業に係る電話相談日（予定）（別添１－３）
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総 行 安 第 ３ ７ 号 

                              令 和 ２ 年 ８ 月 ５ 日 

 

関係県総務部長 殿 

（安全衛生担当課・市区町村担当課扱い）   

 

                          総務省自治行政局公務員部 

                          安 全 厚 生 推 進 室 長  

                          （ 公 印 省 略 ） 

 

 

令和２年７月３日からの大雨による災害復旧業務に従事する職員の 

健康管理・安全衛生について 

 

 

 この度の令和２年７月３日からの大雨により被災された地方公共団体におかれては、

一日も早い復旧等に多大な御尽力をいただいているところです。 

 災害の復旧・復興においては、職員が十分な休養を取得できない等のため、心身の

負担が過度となりメンタル不調をきたすことが懸念されます。 

 こうしたことに対処するため、地方公務員共済組合（以下「共済組合」という。）が

職員等向けに設置しているメンタルヘルス等に係る下記相談窓口の活用について職員

に周知していただくとともに、（一財）地方公務員安全衛生推進協会（以下「安衛協」

という。）が各地方公共団体の職員（他の地方公共団体からの応援職員を含む。）を対

象に実施している下記各種メンタルヘルス対策事業について積極的に御活用いただき

ますようお願いいたします。 

 なお、職員の健康管理・安全衛生については、各任命権者において既に十分に御配

慮されていることと存じますが、今後とも、交代制による休養の取得など、特に復旧・

復興の業務に従事する職員の勤務環境に十分に御留意いただきますようお願いいたし

ます。 

 併せて、貴県内の関係市町村及び一部事務組合等にも、この旨周知されるようお願

いします。 

 

記 

 

(1) 各共済組合のメンタルヘルス等に係る相談窓口（職員向け）※１ 

 ① 地方職員共済組合（県職員） 
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    地共済こころの健康相談窓口（電話・WEB・面談カウンセリング） 

    <URL> https://www.chikyosai.or.jp/division/welfare/call/03.html 

    <TEL> 電話カウンセリング専用：0120-7832-24（24時間年中無休） 

       面談予約専用：0120-7834-12（月～金：９時～21時、土：９時～16時、 

日曜・祝日・12/31～1/3を除く） 

 ② 各県の市町村職員共済組合（市町村職員） 

    別紙１をご覧ください。 

 

(2) 安衛協による各種メンタルヘルス対策事業（①は職員向け、②③は主に人事担当者・

安全衛生担当者・福利厚生担当者向け） 

 ① メンタルヘルス対策支援専門員派遣事業※２（各地方公共団体に臨床心理士等を派遣） 

    <URL> http://www.jalsha.or.jp/schd/schd07-3 

     <TEL> 当該事業に関する問い合わせ：03－3230-2021（安衛協企画課） 

② メンタルヘルス対策サポート推進事業※３（電話・メール等により実務面をサポート） 

    <URL> http://www.jalsha.or.jp/schd/schd08 

    <TEL> 当該事業に関する問い合わせ：03－3230-2021（安衛協企画課） 

電話相談受付専用：03-5213-4310（原則月曜・木曜の10時～16時（12時～

13時を除く）、祝日・年末年始を除く） 

 ③ 安衛協が主催する各種研修会・セミナー等 

    <URL> http://www.jalsha.or.jp/schd/schd01 

    <TEL> 当該事業に関する問い合わせ：03－3230-2021（安衛協研修課） 

 

 ※１ 各共済組合の相談窓口については、組合員（職員）のみならず、配偶者や被扶養

者の方が利用できる場合もありますので、御利用の際には、あらかじめ各共済組合

に御確認ください。 

※２ 令和２年度メンタルヘルス対策支援専門員派遣事業については、令和２年３月24

日付け安衛推協第36号安衛協理事長通知（別紙２参照）により各地方公共団体に通

知しています。 

※３ 令和２年度メンタルヘルス対策サポート推進事業については、令和２年４月１日

付け地基メ第２号・安衛推協第66号地方公務員災害補償基金理事長及び安衛協理事

長通知（別紙３参照）により各地方公共団体に通知しています。 

 

 
（連絡先） 

 安全厚生推進室安全厚生係、公務災害補償係 

 担 当：森谷、井伊 

 ＴＥＬ：03－5253-5560（直通） 

 E-mail：k.ii@soumu.go.jp 
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総 行 公 第 1 0 4 号 

総 行 女 第 3 2 号  

令 和 ２ 年 ６ 月 2 9 日 

 

各 都 道 府 県 総 務 部 長 

 （人事担当課、市町村担当課、区政課扱い） 

 各 指 定 都 市 総 務 局 長     殿 

 （人事担当課扱い） 

 

                総 務 省 自 治 行 政 局 公 務 員 部 

                            公 務 員 課 長 

女性活躍・人材活用推進室長  

（ 公 印 省 略 ） 

 

令和２年度働き方改革推進強化月間について 

 

  今般、令和２年度働き方改革推進強化月間の実施について、内閣人事局から各府省に対

し、別添のとおり方針が示されました。 

 国家公務員においては、７月～９月の「働き方改革推進強化月間」をコロナ後の新しい

働き方への移行を開始する機会と捉え、出勤回避時の業務実施状況を検証した上で、業務

効率化やテレワーク・フレックスタイム制の活用推進等、業務継続に資する働き方改革へ

の本格的な着手に特に重点的に取り組むこととされました。 

  これまでも、２月 27 日付け「新型コロナウイルス感染症への対応に係る職員の柔軟な

勤務体制の確保について」（総行公第 30 号・総行女第７号）、４月７日付け「新型コロナ

ウイルス対策等を踏まえた地方公共団体におけるテレワークの導入の推進について」（総

行女第 13 号・総情流第 30 号）等で通知したとおり、新型コロナウイルス感染症の感染拡

大防止の観点から、職員の柔軟な勤務体制の確保やテレワークの積極的な導入等をお願い

してきたところですが、各地方公共団体におかれましては、今般の国家公務員の取組も参

考に、業務継続とワークライフバランス推進双方の観点から、地域の実情に応じて、時差

出勤、テレワークの推進、年次休暇の取得促進、時間外勤務の削減、「ゆう活」の実施等

の働き方改革に積極的に取り組んでいただくようお願いします。 

なお、国家公務員では、昨年度までの「ワークライフバランス推進強化月間」において、

超過勤務削減と併せて掲げてきた「ゆう活」については、時差出勤やテレワークの推進な

ど、より柔軟で多様な働き方ができる職場環境を整えていくという方向性の中で、全府省

に対する共通取組事項とはしないこととなりました。これを踏まえ、今年度の地方公共団

体に対する「ゆう活」に関する一律の取組依頼やフォローアップについては実施しません

が、「ゆう活」は超過勤務削減や業務効率化に有効であることから、「ゆう活」の継続実施

も含め、地域の実情に応じた取組をお願いします。 
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各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村等に対してもこの旨周知いた

だきますようお願いします。 

また、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各市

区町村に対して、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。  

本通知は、地方公務員法第 59 条（技術的助言）及び地方自治法第 245 条の４（技術的

助言）に基づくものです。 

 

【連絡先】 総務省自治行政局公務員部公務員課 

公務員第四係 包、河本、石塚 

電話 ０３－５２５３－５５４４（直通） 

女性活躍・人材活用推進室企画係 安藤、山田 

電話 ０３－５２５３－５５４６（直通） 
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                               総 行 安 第 4 0 号 

                               令和３年７月30日 

 

 各 都 道 府 県 総 務 部 （ 局 ） 長 
 （ 安 全 衛 生 担 当 課 扱 い ） 
 各都道府県人事委員会事務局長  
 各 指 定 都 市 総 務 局 長 
 （ 安 全 衛 生 担 当 課 扱 い ） 
 各指定都市人事委員会事務局長 
 

                         総務省自治行政局公務員部 

                         安 全 厚 生 推 進 室 長 

                         （ 公 印 省 略 ）  

 

 

過労死等の防止のための対策に関する大綱の変更について 

 

 

 標記について、本日、過労死等防止対策推進法（平成 26年法律第 100号。以下「法」と

いう。）第７条第５項により準用する同条第２項の規定に基づき、変更された「過労死等の

防止のための対策に関する大綱」（以下「大綱」という。）が閣議決定されるとともに、同

条第５項により準用する同条第４項の規定に基づき、国会への報告及び厚生労働省ホーム

ページにおける公表が行われましたので、別添１のとおりお知らせします。 

 なお、法第４条第２項には、地方公共団体は、国と協力しつつ、過労死等の防止のため

の対策を効果的に推進するよう努めなければならない旨規定されており、また、大綱にお

いて「地方公務員を任用する立場からの対策を推進し、それぞれの職種の職務の実態を踏

まえた対策を講ずるよう努める」と定められているとともに、別紙のとおり労働行政機関

等における対策、啓発、相談体制の整備等の内容については、地方公共団体においても取

り組む必要があるものです。 

 貴職におかれましては、各部局等へ周知いただくとともに、法の基本理念である過労死

等を防止することの重要性について十分に了知いただき、特に下記の事項にご留意の上、

過労死等防止対策に積極的に取り組んでいただくようお願いします。 

 都道府県及び市区町村の労働政策担当主務課に対しては、厚生労働省から「過労死等の

防止のための対策に関する大綱の変更について」（令和３年７月 30日付け基発 0730第２

号）により通知されたところですので申し添えます。 

殿 
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記 

 

１ 労働行政機関等における対策 

(1) 時間外勤務の上限規制制度の整備及びその適正な運用による時間外勤務の縮減や各種

早出・遅出勤務、公務におけるフレックスタイム制度など、多様で柔軟な勤務時間制度

等の活用等の推進に積極的に取り組んでいただきたいこと。 

(2) 労働基準監督署がその職権を行使する職員を除き、人事委員会又はその委任を受けた

人事委員会の委員（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の長）

（以下「人事委員会等」という。）が、その職権を有する、労働基準法別表第１第１１号

及び第１２号並びに同別表に含まれない官公署の事業に従事する職員に過重労働の疑い

がある場合は人事委員会等による監督指導を適切に実施していただきたいこと。 

(3) 産業医・衛生管理者等といった安全衛生管理体制の有効活用のほか、長時間の時間外

勤務を行った職員の健康確保のため、医師による面接指導や健康相談等の対応を適切に

講じていただきたいこと。 

(4) ストレスチェック等の実施によるメンタルヘルス不調の未然防止や職場環境の改善に

取り組んでいただきたいこと。 

(5) 職場におけるハラスメント防止のための雇用管理上の措置等を適切に講じていただき

たいこと。 

 

２ 相談体制の整備等 

(1) 勤務条件等に関する職員からの相談について、相談しやすい環境づくりや相談窓口の

充実に積極的に取り組んでいただきたいこと。 

(2) 関係団体が実施するメンタルヘルス不調や健康障害等に関する各種相談事業について、

積極的に活用いただきたいこと。 

 

３ 過労死等防止対策の数値目標 

  大綱の「第５ 過労死等防止対策の数値目標」について、目標の趣旨を踏まえ、必要

な取組を推進していただきたいこと。 

 

 

安全厚生推進室安全厚生係 

（担当：田路、田邊） 

ＴＥＬ：03-5253-5560（直通） 

ＦＡＸ：03-5253-5561 

104



 

○過労死等防止対策推進法（平成 26年法律第 100号） 

 

（目的） 

第一条 この法律は、近年、我が国において過労死等が多発し大きな社会問題となってい

ること及び過労死等が、本人はもとより、その遺族又は家族のみならず社会にとっても大

きな損失であることに鑑み、過労死等に関する調査研究等について定めることにより、過

労死等の防止のための対策を推進し、もって過労死等がなく、仕事と生活を調和させ、健

康で充実して働き続けることのできる社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第二条 （略） 

（基本理念） 

第三条 過労死等の防止のための対策は、過労死等に関する実態が必ずしも十分に把握さ

れていない現状を踏まえ、過労死等に関する調査研究を行うことにより過労死等に関する

実態を明らかにし、その成果を過労死等の効果的な防止のための取組に生かすことができ

るようにするとともに、過労死等を防止することの重要性について国民の自覚を促し、こ

れに対する国民の関心と理解を深めること等により、行われなければならない。 

２ 過労死等の防止のための対策は、国、地方公共団体、事業主その他の関係する者の相

互の密接な連携の下に行われなければならない。 

（国の責務等） 

第四条 国は、前条の基本理念にのっとり、過労死等の防止のための対策を効果的に推進

する責務を有する。 

２ 地方公共団体は、前条の基本理念にのっとり、国と協力しつつ、過労死等の防止のた

めの対策を効果的に推進するよう努めなければならない。 

３～４ （略） 

第五条～第六条 （略） 

第七条 政府は、過労死等の防止のための対策を効果的に推進するため、過労死等の防止

のための対策に関する大綱（以下この条において単に「大綱」という。）を定めなければ

ならない。 

２ 厚生労働大臣は、大綱の案を作成し、閣議の決定を求めなければならない。 

３ 厚生労働大臣は、大綱の案を作成しようとするときは、関係行政機関の長と協議する

とともに、過労死等防止対策推進協議会の意見を聴くものとする。 

４ 政府は、大綱を定めたときは、遅滞なく、これを国会に報告するとともに、インター

ネットの利用その他適切な方法により公表しなければならない。 

５ 前三項の規定は、大綱の変更について準用する。 

第八条～第十四条 （略） 
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（12）公務員に対する周知・啓発等の実施
国家公務員、地方公務員については、地震、台風、洪水等の自然災害や新型コロナウイルス

感染症の感染拡大等の非常事態への対応等により、一時的に長時間勤務が必要となる場合があ
ることも踏まえ、長時間勤務の削減のための対策、長時間勤務による健康障害防止対策、勤務
間インターバルの確保、メンタルヘルス対策、ハラスメント防止対策に取り組む。

（略）
地方公務員についても適切な勤務時間管理、時間外勤務の上限規制制度の適正な運用を徹底

するとともに、時間外勤務の状況等を公表し、長時間労働の要因の検証とその結果を踏まえた
長時間労働の削減の取組、メンタルヘルス対策等の推進を働きかける。さらに、地方公共団体
における取組の好事例の情報提供を行う。

また、国家公務員、地方公務員の公務災害の実態について職員等への情報提供を進めるとと
もに、補償制度や公務災害に関する相談窓口について周知を行う。

４ 相談体制の整備等

（４）公務員に対する相談体制の整備等
地方公務員については、人事委員会等で勤務条件等に関する職員からの苦情相談を実施して

おり、引き続き相談しやすい環境づくり等を総務省から地方公共団体に対し促す。さらに、メ
ンタルヘルス不調や健康障害等に関する地方公務員共済組合の取組の一層の周知を図るととも
に、引き続き、相談窓口の充実や自然災害等の非常事態時における一層の活用のほか、関係団
体が実施する各種相談事業の周知を図り、活用を働きかける。

第４ 国以外の主体が取り組む重点対策

地方公共団体、労使、民間団体、国民は、法の趣旨を踏まえ、国を含め相互に協力及び連携し、以下の視
点から、過労死等の防止のための対策に取り組むものとする。

１ 地方公共団体

地方公共団体は、法第４条において、国と協力しつつ、過労死等の防止のための対策を効果
的に推進するよう努めなければならないとされている。
（略）

また、地方公務員を任用する立場からの対策を推進し、それぞれの職種の職務の実態を踏ま
えた対策を講ずるよう努める。

（１）啓発
地方公共団体は、住民が過労死等に対する理解を深めるとともに、過労死等を防止すること

の重要性について自覚し、過労死等の防止に対する関心と理解を深めるため、住民に対する啓
発を行うよう努める。
（略）
また、過重労働による健康障害の防止、職場におけるメンタルヘルス対策、ハラスメントの

防止については、国と協働して、周知・啓発を行うよう努める。

（２）相談体制の整備等
地方公共団体は、過労死等に関して相談を受け付けることができる窓口の設置や、国等が設

置する窓口との連携に努める。

（３）民間団体の活動に対する支援
地方公共団体は、民間団体が取り組むシンポジウムについて、協力・後援や事前周知等の支

援を行うよう努める。
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第５ 過労死等防止対策の数値目標

第１から第４までに掲げられた過労死等の防止のための対策等の趣旨を踏まえ、過労死をゼロとすること
を目指し、労働時間、勤務間インターバル制度、年次有給休暇及びメンタルヘルス対策について、数値目標
を設定する。これらの数値目標については、白書等により推進状況を確認できるようにするとともに、国、
地方公共団体、事業主等の関係者の相互の密接な連携の下、早期に達成することを目指す。また、４から６
までの数値目標については、第１４次労働災害防止計画（令和５年度から令和９年度まで）において新たな
数値目標が設定された場合には、その目標の達成に向けた取組を推進する。さらに、公務員についても、目
標の趣旨を踏まえ、必要な取組を推進する。

１ 労働時間については、週労働時間４０時間以上の雇用者のうち、週労働時間６０時間以上の

雇用者の割合を５％以下とする（令和７年まで）。

２ 勤務間インターバル制度について、労働者数３０人以上の企業のうち、

（１）勤務間インターバル制度を知らなかった企業割合を５％未満とする（令和７年まで）。

（２）勤務間インターバル制度（終業時刻から次の始業時刻までの間に一定時間以上の休息時

間を設けることについて就業規則又は労使協定等で定めているものに限る。）を導入し

ている企業割合を１５％以上とする（令和７年まで）。

特に、勤務間インターバル制度の導入率が低い中小企業への導入に向けた取組を推進

する。

３ 年次有給休暇の取得率を７０％以上とする（令和７年まで）。

４ メンタルヘルス対策に取り組んでいる事業場の割合を８０％以上とする（令和４年まで）。

５ 仕事上の不安、悩み又はストレスについて、職場に事業場外資源を含めた相談先がある労働

者の割合を９０％以上とする（令和４年まで）。

６ ストレスチェック結果を集団分析し、その結果を活用した事業場の割合を６０％以上とする

（令和４年まで）。
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総 行 公 第 1 4 8 号  

総 行 安 第 5 9 号 

令和３年 12 月 24 日  

 
各 都 道 府 県 総 務 部 長 

（人事担当課、安全衛生担当課、市町村担当課、区政課扱い）  

各 指 定 都 市 総 務 局 長   殿 

（人事担当課、安全衛生担当課扱い） 

各 人 事 委 員 会 事 務 局 長 

 

 総務省自治行政局公務員部 

公 務 員 課 長 

安 全 厚 生 推 進 室 長  

（  公  印  省  略  ） 

 
「令和２年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」の結果等を踏まえた 

地方公共団体における勤務環境の整備・改善等について（通知） 
 
 各地方公共団体の協力により実施した「令和２年度勤務条件等に関する調査」に

ついて、結果を取りまとめましたので通知します。 

今回調査した項目の中には、時間外勤務や休暇取得の状況、多様で柔軟な勤務時

間の設定、男性職員の育児休業の取得状況が含まれており、いずれも地方公務員の

働き方改革の推進に深く関わる統計となっております。これらの調査結果は、職員

が心身の健康を維持し、ワークライフバランスを保ちながら職務に従事できる環境

を任命権者及び各職場の管理監督者が整えることの重要性を示唆するものです。こ

のような環境を整えることは、各団体の組織がその力をいかんなく発揮し、住民に

対する質の高い行政サービスを提供することにもつながるものと考えられます。 

 また、職務環境や業務上の人間関係における問題は、職員の心身を損ない、各種

ハラスメント事案や近年増加の一途であるメンタルヘルス不調による長期病休の事

態にもつながり、不調に陥った職員のみならず、他の職員、ひいては各団体の組織

全体の職務遂行にも著しい支障が生じ得るところです。加えて、このような活力が

低下した組織の状況では、人口減少・少子化の折、自治体運営の将来を担う有為な

人材の採用にも影響が及ぶことが懸念されます。 

 各団体におかれましては、働き方改革がそれぞれの組織にもたらす意義及び効果

を十分ご認識の上、調査結果を踏まえた勤務環境の整備・改善を進めるべく、下記

の事項にもご留意の上、対応いただくようお願いします。 
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各都道府県におかれては、貴都道府県内の市区町村等に対してもこの旨周知いた

だきますようお願いします。なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・

照会システムを通じて、各市区町村等に対しても、本件について情報提供を行って

いることを申し添えます。 

なお、本通知は、地方公務員法（昭和25年法律第261号）第59条（技術的助言）及

び地方自治法（昭和22年法律第67号）第245条の４（技術的な助言）に基づくもので

す。 

 

記 

 

第１ 地方公共団体における働き方改革に向けた勤務環境の整備・改善 

１ 勤務時間・休暇に関する事項 

(1) 勤務時間、休暇等については、地方公務員法（以下「地公法」という。）第

24条第４項により、国及び他の地方公共団体との権衡を失しないよう求められ

ているとともに、労働基準法（昭和22年法律第49号）、労働安全衛生法（昭和

47年法律第57号。以下「安衛法」という。）等地方公務員に適用される労働関

係法令の定めに反しないよう配慮し、各種制度を整備していただきたいこと。 
 

(2) 地公法に基づく「修学部分休業」、「高齢者部分休業」、「自己啓発等休業」

及び「配偶者同行休業」並びに地方公務員の育児休業等に関する法律（平成3年

法律第110号）に基づく「育児短時間勤務」等について、条例が未整備である団

体は、各制度の趣旨を踏まえ、地域の実情に応じて所要の措置を講じていただ

きたいこと。 
 

(3) 「業務上の早出・遅出勤務」、「育児又は介護を行う職員の早出遅出勤務」、

「疲労蓄積防止のための早出遅出勤務」、「障害の特性等に応じた早出遅出勤

務」及び「フレックスタイム制」等の制度について、ワークライフバランス推

進の観点及び多様で柔軟な働き方を可能とする勤務環境整備の観点からも、積

極的に活用していただきたいこと。 
 

(4) 時間外勤務縮減及び年次有給休暇の取得促進については、時間外勤務命令の

上限設定や計画表の活用等による職員が年次有給休暇を取得しやすい環境づく

りなどにより、積極的に取り組んでいただきたいこと。特に、年次有給休暇に

ついて、各団体において取得日数が年５日に満たない職員が一定数存在し、特

に、規模の小さい市町村で割合が高い傾向にある。民間においては、年５日の

確実な取得が罰則付きで定められていることも鑑み、各団体におかれては、職

員の年次有給休暇の使用について配慮いただきたいこと。 

なお、時間外勤務の関係については、別途通知する予定であること。 
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(5) 男性職員の育児休業並びに配偶者出産休暇及び育児参加のための休暇につい

ては、その取得向上について、積極的に取り組んでいただきたいこと。 

なお、これらの休業等の取扱いについては別途通知する予定であること。 
 

２ 安全衛生に関する事項 

  職員の安全衛生に関しては、安衛法に基づくストレスチェックの実施などメ

ンタルヘルス対策に取り組んでいただいているところであり、引き続き積極的

に取り組んでいただきたいこと。 

なお、職員のメンタルヘルス対策については、別途通知する予定であること。 
 

第２ 地方公共団体における人材確保に関する事項 
(1) 職員採用試験については、地域住民のニーズを適切に反映し、円滑な行政運

営を行うための多様な人材確保を行うため、様々な取組を行っていただいている

ところである。令和２年度においては、長年減少傾向が続いていた受験者数・競

争率が増加に転じたものの、人口減少・少子化の中、社会情勢の変化や就業意識

の多様化等により、依然として受験者数・競争率は低い水準に留まっている。こ

のため、人事担当課並びに人事委員会におかれては、それぞれが緊密な連携を確

保し、多様な人材確保のための試験制度の構築、人材確保活動等に引き続き取り

組んでいただきたいこと。 

なお、地方公務員の職員採用方法の多様化に関しては、別途通知する予定で

あること。 

 

(2) 中途採用について、「地方公務員の給与改定等に関する取扱いについて」（令

和３年11月24日付総行給第69号ほか総務副大臣通知）により要請しているとおり、

就職氷河期世代支援のための採用試験の新たな実施、これまで実施してきた中途

採用試験における受験資格の上限年齢の引上げなどの応募機会の拡大、採用情報

等の一層の周知などについて、各団体の実情に即して積極的に取り組んでいただ

きたいこと。 

 

（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【下記以外の事項】 

公務員課    川﨑、西野、越山 

        TEL:03-5253-5544 

【安全衛生に関する事項】 

安全厚生推進室 田路、田邊 

         TEL:03-5253-5560 
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総 行 公 第 ３ 号 

総 行 安 第 ３ 号 

令和４年１月 14 日 

 

 

各 都 道 府 県 総 務 部 長 

 （人事担当課、安全衛生担当課、市町村担当課、区政課扱い） 

 各 指 定 都 市 総 務 局 長     殿 
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地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置 

の実効的な運用等について（通知） 

 

 

 地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置については、平成 31 年４

月１日に施行されたいわゆる働き方改革関連法による制度改正（労働基準法（以下「労基

法」という。）及び労働安全衛生法（以下「安衛法」という。）の改正）及びこれに関連し

た国家公務員制度の改正（人事院規則等の改正）に沿って、各団体において制度改正に対

応いただいているところです。また、「地方公共団体における時間外勤務の縮減等につい

て」（令和３年２月３日総行公第 15 号・総行女第８号・総行安第 12 号）及び「働き方改

革を推進するための関係法律の整備に関する法律による改正後の労働安全衛生法令の解釈

等及び人事院規則等の一部改正を踏まえた対応について」（平成 31 年２月１日総行安第３

号）において、これらの制度の未導入団体においては直ちに制度体制を整えるべきこと、

全ての団体において制度の実効的な運用に取り組むべきこと等を助言しているところです。 

 これらの制度改正は、官民通じた労働者の健康や安全の確保を推進する働き方改革に関

連した改革であり、地方公共団体も当然その改革趣旨に沿って対応すべきものです。地方

公務員については、その業務の性質上、公務のために臨時の必要がある場合や災害その他

避けることのできない場合に、職員に上限時間を超えた時間外勤務を命ずることが可能な

制度となっています。上限時間を超えた時間外勤務を命ずることが想定されている状況に

あるからこそ、時間外勤務の事後の要因の整理・分析・検証や長時間勤務者に対する医師

による面接指導など、地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置の実

効的な運用が重要となってきます。こうした認識のもと、制度を厳格に運用していただく
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必要があります。 

 令和２年度の時間外勤務の状況については、「「令和２年度地方公共団体の勤務条件等

に関する調査」の結果等を踏まえた地方公共団体における勤務環境の整備・改善等につい

て（通知）」(令和３年 12 月 24 日総行公第 148 号・総行安第 59 号)において取りまとめた

とおり（調査結果は別添参照）です。 

調査結果を踏まえ、地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置の実

効的な運用に当たって留意いただきたい事項は下記のとおりですので、ご留意の上、適切

に対応していただくようお願いいたします。 

各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村に対してもこれらを周知してい

ただくほか、各市区町村においてもより積極的な取組が行われるよう助言をお願いいたし

ます。 

なお、本通知については地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システム

を通じて、各市区町村に対して情報提供を行っていることを申し添えます。 

本通知は、地方公務員法第 59 条（技術的助言）及び地方自治法第 245 条の４（技術的助

言）に基づくものです。 

 

記 

 

１ 長時間労働の是正等に係る制度の整備について 
（1）時間外勤務の上限規制制度 

時間外勤務の上限規制については、平成 31 年４月 1日から国家公務員における取

扱いを踏まえ、地方公共団体においても同様の制度を、条例又は条例に基づく規則等

により、導入していただくようこれまで要請してきたところである（参考１参照）。 

制度未導入の地方公共団体は、令和３年４月１日時点では 31 団体となっており、

当該団体について令和４年１月１日時点の状況を確認したところ、依然として 19 団

体が未導入となっており、未導入団体においては、直ちに措置いただきたいこと。 

なお、未導入団体の状況については今後とも随時フォローアップを行うとともに、

令和４年度以降に未導入の団体がある場合には、団体名について総務省ホームページ

において公表することを予定しているので、ご承知おき願いたいこと。 

 

（2）長時間勤務者に対する健康確保措置 
長時間の時間外勤務を行った場合、職員の心身の健康障害につながりかねないこと

から、各団体においては、職員の健康確保の観点から、医師による面接指導や健康相

談等を適切に実施し、職員の健康保持に取り組んでいただきたいこと。 

特に、長時間勤務者に対する医師による面接指導に係る例規・指針等を整備してい

ない部局を有する団体（一部事務組合等を含む。令和３年４月１日時点で 3,096 団体

中 1,743 団体(56.3％)）においては、国家公務員における人事院規則１０－４（職員

の保健及び安全保持）第 22 条の２等の規定を参考に、対象職員に対して面接指導が

確実に実施されるよう、速やかに整備していただきたいこと。 

 

２ 時間外勤務の上限規制の実効的な運用等について 

 長時間労働の是正のためには、前提として、職員の勤務時間を適切に把握することが

重要である。その上で、例外的に上限時間を高く設定する部署の指定（他律的業務の比

113



重が高い部署の指定）や、時間外勤務の要因の整理・分析・検証、時間外勤務縮減に向

けた適切な対策等を行う必要があること（参考２参照）。 

（1）適切な勤務時間の把握 
長時間労働やこれに起因する職員の心身の故障を是正・防止しつつ、公務能率の適

正を確保するためには、職員の勤務時間の実態を把握した上で、業務の再配分、応援

体制の構築等を行うことが求められる。 

このため、①厚生労働省が定めた「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべ

き措置に関するガイドライン」（平成 29 年２月８日付総行公第 19 号により通知。参

考３参照）及び②安衛法第 66 条の８の３（長時間労働者に対する医師による面接指

導を実施するための労働時間の状況の把握義務）の規定に基づき、客観的な方法によ

り勤務時間を把握する必要があること。 

また、あらかじめ命じた時間外勤務や職員から自己申告された勤務時間と実際の勤

務時間との間に乖離が生じた場合などは、実際の勤務時間に補正を行った上で、時間

外勤務手当の支給や健康確保措置の実施など労務管理上の必要な措置を適切に講じて

いただき、適正な運用を図っていただきたいこと。 

なお、ガイドラインにおいては、労働時間の適正な把握のため、始業・終業時刻の

確認について、原則として、使用者が自ら現認することによる確認又はタイムカー

ド、IC カード、パソコンの使用時間の記録等の客観的な記録を基礎とした確認を求

めている。令和３年４月１日時点で職員本人からの自己申告のみにより勤務時間の管

理を実施している地方公共団体が 656 団体（36.7％）存在するが、客観的な管理方法

への変更について積極的な検討をお願いしたいこと。また、自己申告制により行わざ

るを得ない場合にも、ガイドラインにおいて定められている措置を適切に講じていた

だきたいこと。 

 

（2）例外的に上限時間を高く設定する部署の指定（他律的業務の比重が高い部署の指定） 
時間外勤務の上限規制制度を適切に運用するに当たっては、時間外勤務を命ずる職

員のみならず、時間外勤務を命じられる職員が、自らの月単位又は年単位等の上限時

間等を正確に把握していることが重要となる。このため、原則の上限時間（月 45 時間

及び年 360 時間）以外の例外の上限時間を定める場合には、国家公務員に係る制度を

踏まえ、他律的業務の比重が高い部署の指定を行い、原則又は例外のいずれの上限時

間が適用されるかについてあらかじめ職員に周知する必要がある（「職員の勤務時間、

休日及び休暇の運用について」（平成６年７月 27 日職職―328。以下「人事院運用通

知」という。）第 10 の第 10 項及び第 11 項参照）。 

しかしながら、令和３年４月１日時点で時間外勤務の上限規制制度を導入している

団体のうち、426 団体（24.2％）が他律的業務の比重が高い部署の指定を行っていない

状況にある。また、例外の上限時間を定めているにもかかわらず、あらかじめ他律的

業務の比重が高い部署の指定を行わないことで上限時間を事前に明らかにしていない

など、不適正な運用が一部団体においてなされている状況にある。 

他律的業務の比重が高い部署の指定に関し必要な措置を適切に講じていただき、上

限規制制度の適正な運用を図っていただきたいこと。 

 

 (3) 時間外勤務の要因の整理・分析・検証及び時間外勤務縮減に向けた適切な対策 

時間外勤務命令は、臨時又は緊急の必要がある場合で必要最小限にとどめるととも
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に、職員の心身の健康に最大限配慮しなければならないことは言うまでもないが、特

に上限時間を超える時間外勤務を命じた場合においては、当該時間外勤務に係る要因

の整理、分析及び検証を行い、その結果を踏まえ、業務量の削減や業務の効率化など、

時間外勤務縮減に向けた適切な対策に取り組む必要がある。 

国家公務員においては、要因の整理分析等を行うに当たっては、上限時間等を超え

て時間外勤務を命ぜられた職員について、少なくとも、①所属部署、②氏名、③上限

時間を超えた時間外勤務を命じた月又は年における時間外勤務の時間又は月数及び当

該月又は年に係る上限時間等、④上限時間を超えた時間外勤務の業務概要、⑤人員配

置又は業務分担の見直し等によっても回避できなかった理由を記録し、適切に情報を

収集した上で、整理分析等を行うものとされているほか、業務量の削減又は業務の効

率化に取り組むなど、時間外勤務の縮減に向けた適切な対策を講ずるものとされてい

る（人事院運用通知第 10 の第 16 項から第 18 項まで参照）。 

しかしながら、地方公共団体においては、令和３年４月１日時点で時間外勤務の上

限規制制度を導入している団体のうち 51 団体（2.9％）が要因の整理分析等の規定を

整備しておらず、また、要因の整理分析等の規定を整備している団体であっても、399

団体（23.4％）が要因の整理分析等に必要な個々の職員の時間外勤務についての記録

を、495 団体（29.0％）が当該記録の活用を行っていない状況にある。 

要因の整理分析等に必要な個々の職員の時間外勤務に関する記録を作成するととも

に、当該記録を活用し、適切に情報を収集した上で、時間外勤務の要因の整理・分析

・検証を実施するなど必要な措置を適切に講じていただき、上限規制制度の適正な運

用を図っていただきたいこと。 

また、その要因の整理分析・分析・検証を踏まえ、業務量の削減や業務の効率化、

人員の適正な配置等の時間外勤務縮減に向けた適切な対策に取り組んでいただきたい

こと。 

 

３ 健康確保措置の実効的な運用等について 

（1）長時間勤務者に対する医師による面接指導 
長時間勤務により心身の健康が損なわれるリスクが高い状況にある職員を見逃さな

いようにするため、医師による面接指導等の必要な措置が確実に実施されるようにす

ることが重要である。長時間勤務者に対する医師による面接指導の実施においては、

原則地方公務員にも適用される安衛法を遵守しつつ、国家公務員との均衡を図る観点

から人事院規則の規定を参考に、職員の健康管理に努める必要がある。特に、特例業

務により上限時間を超えて時間外勤務を命ずる場合には、職員の健康確保への最大限

の配慮をしなければならないこととされている。 

また、面接指導の結果に基づき、職員の健康を保持するために必要な措置について

医師の意見を聴かなければならず、さらに、当該医師の意見を勘案し、その必要があ

ると認めるときは、当該職員の実情を考慮して、就業場所の変更、職務内容の変更、

有給休暇の付与、労働時間の短縮、深夜業の回数の減少等の措置を講じなければなら

ないこととされている（安衛法第 66 条の８の２第２項において準用する第 66 条の８

第４項及び第５項）。 

このため、面接指導の対象となる要件に該当する職員に対し、医師による面接指導

を確実に行うとともに、面接指導の実施後、医師からの意見を勘案し必要な就業上の

措置を講じ、健康確保措置の適正な運用を図っていただきたいこと。 

115



 

 (2) ストレスチェック等 

  長時間勤務によるメンタルヘルス不調の発生や悪化を防止するため、安衛法に基づ

くストレスチェックを全ての職員に対して実施する（メンタルヘルス不調で治療中の

ため受験の負荷が大きいなどの特別の理由がある場合を除く。）ほか、ストレスチェ

ック結果を集団ごとに集計・分析し、職場環境の改善に積極的に取り組んでいただき

たいこと。 

   また、産業医等の安全衛生管理体制や相談体制（外部機関を含む。）の整備・活

用、職員（管理監督者、産業保健スタッフを含む。）に対する教育研修・情報提供の

実施、職場復帰における支援の実施等、メンタルヘルス対策に係る各種取組について

もあわせて進めていただきたいこと。 

 
４ 人事委員会等における労働基準監督機関としての職権の行使 

人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団体の長）

は、地方公務員法第 58 条第５項の規定により、労基法別表第１第 11 号に該当する事業

場（漁業無線局等）、第 12 号に該当する事業場（学校、研修所等）及び同表の各号に

該当しない事業場（本庁、支所、出張所等）に対して、労働基準監督機関の職権を行う

こととされている。 

そのため、人事委員会（人事委員会を置かない地方公共団体においては、地方公共団

体の長）におかれては、労基法、安衛法等の適用状況を把握し、勤務時間及び休暇等勤

務条件並びに安全衛生管理体制について、引き続き適切に指導・監督を行っていただき

たいこと。 

 

（参考資料） 

参考１：地方公務員の時間外勤務の上限規制制度等について 

参考２：時間外勤務時間の上限規制及び健康確保措置の適正な運用について 

参考３：「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドラインに

ついて（通知）」（平成 29 年２月８日付総行公第 19 号） 

 

（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【下記以外の事項】 

公務員課 川﨑、西野、越山 

         TEL:03-5253-5544 

【安全衛生に関する事項】 

安全厚生推進室 田路、田邊 

          TEL:03-5253-5560 
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総 行 公 第 １ ９ 号   

平成２９年２月８日  

 

 各 都 道 府 県 総 務 部 長  

 （人事担当課、市町村担当課、区政課扱い） 

 各 指 定 都 市 総 務 局 長  

 （人事担当課扱い） 

 各 人 事 委 員 会 事 務 局 長  

 

 

総務省自治行政局公務員部公務員課長 

（ 公 印 省 略 ） 

 

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関する 

ガイドラインについて（通知） 

 

 今般、別添のとおり「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関す

るガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）が厚生労働省において定められた

のでお知らせいたします。 

 つきましては、各地方公共団体におかれましても、本ガイドラインに基づき適切に

対応されるようお願いいたします。 

また、貴都道府県内の市区町村等に対しましても、この旨周知いただくようお願い

いたします。 

 なお、本通知は、地方公務員法第５９条（技術的助言）及び地方自治法第２４５条

の４（技術的な助言）に基づくものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務省自治行政局公務員部公務員課 

公務員第四係 安達、相馬、渡邊 

ＴＥＬ ０３－５２５３－５５４４ 

 

殿 
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都道府県労働局長殿

基 発 0 1 2 0 第 3 号

平 成 2 9年1月2 0 日

厚生労働省労働基準局長

労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に関するガイドラインについて

今般、 標記について、 別添のとおり、 「労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき措置に

関するガイドライン」（以下「ガイドライン」という。）を定めたところである。

ついては、 本ガイドラインの趣旨、 遵守のための指導及び周知等については、 下記のとおりであ

るので、 この取扱いに遺漏なきを期されたいD

なお、 本通達をもって、 平成13年4月6日付基発第339号「労働時間の適正な把握のために使用

者が講ずべき措置に関する基準について」については廃止することとする。

1 ガイドラインの趣旨、 内容

(1) 趣旨について

記

ア 使用者（使用者から労働時間を管理する権限の委譲を受けた者を含む。 以下同じ。）に労働時

聞を管理する責務があることを改めて明らかにするとともに、 労働時間の適正な把握のために

使用者が講ずべき措置等を明示したところであること。

イ 労働基準法上、 使用者には、 労働時間の管理を適切に行う責務があるが、 一部の事業場にお

いて、自己申告制（労働者が 自己の労働時間を 自主的に申告することにより労働時間を把握する
もの。 以下同じ。）の不適正な運用等により、労働時間の把握が唆昧となり、 その結果、過重な

長時間労働や割増賃金の未払いといった問題が生じている口 このため、 これらの問題の解消を

図る目的で、 使用者に労働時間を適正に把握する責務があることを改めて明らかにするととも

に、 本ガイドラインにおいて労働時間の適正な把握のために使用者が講ずべき具体的措置等を

明らかにしたものであり、 使用者は ガイドラインを遵守すべきものであることD

(2) 労働時間の考え方について

労働時間を適正に把握する前提として、労働時間の考え方について明らかにしたものであるこ

と。

労働時間とは、使用者の指揮命令下にある時間のことをいい、使用者の明示又は黙示の指示に

より労働者が業務に従事する時間は労働時間に当たること。

なお、労働時間に該当するか否かは、労働契約、就業規則、労働協約等の定めのいかんによら
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総 行 女 第 ３ 号 

令和４年１月 31 日 

 

 各 都 道 府 県 総 務 部 長  

 （人事担当課、市町村担当課、区政課扱い） 

 各 指 定 都 市 総 務 局 長  

 （人事担当課扱い） 

 各 人 事 委 員 会 事 務 局 長 

 

 

総務省自治行政局公務員部公務員課 

女 性 活 躍 ・ 人 材 活 用 推 進 室 長 

    （ 公 印 省 略 ）     

 

地方公共団体における各種ハラスメント対策の取組状況について 

 

  地方公共団体における各種ハラスメントの防止については、関係法律（※１）及びこれらの法律

に基づく各厚生労働省指針（※２）に基づき、各種ハラスメントを防止するために雇用管理上の措

置を講じなければならないこととされています。 

  また、「地方公共団体におけるパワーハラスメント対策の取組状況について」（令和２年 10 月

２日付け総行女第 40 号）等において、各種ハラスメントの防止に向けて適切に対応いただくよ

う要請しているところです。 

今般、当室において実施した令和３年６月 1日現在の地方公共団体における各種ハラスメント

対策の取組状況調査結果（別添１及び別添２）によると、都道府県及び指定都市では全団体で措

置が講じられている一方、市区町村においては、前回調査から措置を講じた団体数が増加してい

るものの、必要な措置が適切に講じられていない団体が未だに多く見られるところです。 

各種ハラスメントを防止するために講ずべき措置については、団体の規模や職場の状況の如何

を問わず、必ず講じなければならないものです。また、実施すべき具体的な取組は団体別に異な

るものではなく、他団体における取組事例や人事院及び厚生労働省の公表資料等を参考にするこ

とにより、速やかに着手できるものです。各地方公共団体におかれましては、改めて下記事項に

ご留意の上、各種ハラスメントの防止に向けて適切に対応いただくようお願いいたします。 

各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村等に対してもこの旨周知いただきま

すようお願いいたします。 

なお、地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システムを通じて、各市区町村

に対して、本通知についての情報提供を行っていることを申し添えます。  

本通知は、地方公務員法第 59 条（技術的助言）及び地方自治法第 245 条の４（技術的助言）

に基づくものです。 

 

記 

 

１ 別添２－１から別添２－３の「１.措置義務の履行状況」の各項目については、関係法律に

基づき講ずべき雇用管理上の措置の内容として各厚生労働省指針において示されているもの

殿 
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であることから、未措置の団体においては速やかに必要な措置を講じなければならないこ

と。 

特に、周知・啓発に係る措置については、人事院及び厚生労働省のホームページに掲載の

リーフレット等が活用可能なので、早急に講じること。 

  （人事院ホームページ「◇ハラスメント防止について」） 

https://www.jinji.go.jp/sekuhara/toppage.html 

 （厚生労働省ホームページ「あかるい職場応援団」） 

https://www.no-harassment.mhlw.go.jp/ 

 

２ 別添２－１から別添２－３の「２．公務部門における上乗せ事項の対応状況」の各項目に

ついては、前記１に加え、国家公務員において人事院規則 10-10（セクシュアル・ハラスメ

ントの防止等）、人事院規則 10-15（妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメントの防止

等）及び人事院規則 10-16（パワー・ハラスメントの防止等）等に基づき対応が求められて

いる内容に係る地方公共団体の取組状況である。 

「パワーハラスメントをはじめとする各種ハラスメントの防止に向けた対応について」（令

和２年４月 21 日付け総行女第 17 号）において示しているとおり、地方公共団体において

は、関係法律及び各厚生労働省指針を遵守した上で、公務の職場は各種ハラスメント対策の

模範となるべきこと、職員がその能力を十分発揮できる勤務環境を保持することによって国

民に質の高い行政サービスを実施するためにも各種ハラスメントを防止する必要があること

といった公務職場特有の要請に応える観点から、これらの追加的な対応についても、各種ハ

ラスメントの防止に向けて適切に取り組んでいただきたいこと。 

  

３ 別添２－１から別添２－３の「３．第三者による紛争解決援助」については、職員が人事

委員会又は公平委員会に対しても、各種ハラスメントに関する苦情相談を行うことができる

旨の周知状況である。 

  地方公務員については、関係法律における都道府県労働局による紛争解決援助及び調停に

関する規定が適用されないが、中立的で専門的な人事機関として地方公務員法（昭和 25 年法

律第 261 号）に基づき設置される人事委員会又は公平委員会への苦情相談が可能であるた

め、これについても積極的に職員へ周知されたいこと。 

 

４ 前記１から３までの内容については、その実効性を確保するため、規則、要綱、指針等の

文書により定めた上で職員に周知いただきたいこと。 

  前記１のうち、ハラスメントに係る言動を行った者について、厳正に対処する旨の方針及

び対処の内容については、文書に規定することとされていることに特にご留意いただきたい

こと（別添２－１から別添２－３の「１．措置義務の履行状況」の(2)）。 

  なお、「地方公共団体におけるパワーハラスメント対策の取組状況について」（令和２年 10

月２日付け総行女第 40 号）において、厚生労働省指針で求められる措置及び人事院規則等を

踏まえた追加的な対応を具体的に文書化している例として、岐阜県の事例を送付しているの

で、参考とされたい。 
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※１ 関係法律 

○パワーハラスメント 

・労働施策の総合的な推進並びに労働者の雇用の安定及び職業生活の充実等に関する法律（昭 

和 41 年法律第 132 号） 

○セクシュアルハラスメント 

・雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 

号） 

○妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント 

・雇用の分野における男女の均等な機会及び待遇の確保等に関する法律（昭和 47 年法律第 113 

号） 

・育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成３年法律第

76 号） 

 

※２ 厚生労働省指針 

○パワーハラスメント 

・事業主が職場における優越的な関係を背景とした言動に起因する問題に関して雇用管理上講 

ずべき措置等についての指針（令和２年厚生労働省告示第５号） 

○セクシュアルハラスメント 

・事業主が職場における性的な言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべき措置等につい 

ての指針（平成 18 年厚生労働省告示第 615 号） 

○妊娠、出産、育児又は介護に関するハラスメント 

・事業主が職場における妊娠、出産等に関する言動に起因する問題に関して雇用管理上講ずべ 

き措置等についての指針（平成 28 年厚生労働省告示第 312 号） 

・子の養育又は家族の介護を行い、又は行うこととなる労働者の職業生活と家庭生活との両立

が図られるようにするために事業主が講ずべき措置等に関する指針（平成 21 年厚生労働省告

示第 509 号） 

 

 

【連絡先】 総務省自治行政局公務員部公務員課 
女性活躍・人材活用推進室企画係 川瀬、宮成 
電話 ０３－５２５３－５５４６（直通） 
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総 行 公 第 １ １ 号 

総 行 安 第 ４ 号 

令 和 ４ 年 ２ 月 ９ 日 

 

 

各 都 道 府 県 総 務 部 長 

 （人事担当課、安全衛生担当課、市町村担当課、区政課扱い）  

 各 指 定 都 市 総 務 局 長     殿 

 （人事担当課、安全衛生担当課扱い） 

 各 人 事 委 員 会 事 務 局 長 

 

 

総 務 省 自 治 行 政 局 公 務 員 部 

公 務 員 課 長 

安 全 厚 生 推 進 室 長 

（  公  印  省  略  ）  

 

 

新型コロナウイルス感染症対応を踏まえた 

時間外勤務の上限規制・健康確保措置の状況について（通知） 

 

 

 地方公共団体における時間外勤務の上限規制及び健康確保措置の運用状況については、

令和２年度の状況について「令和２年度地方公共団体の勤務条件等に関する調査」の中で

把握しているところです。また、この調査結果を踏まえ、「地方公共団体における時間外

勤務の上限規制及び健康確保措置の実効的な運用等について（通知）」（令和４年１月 14

日総行公第３号・総行安第３号）において、これらの制度の実効的な運用に当たって留意

いただきたい事項について助言をしているところです。 

本年度は、令和２年度の状況に加え、「勤務条件等に関する調査の附帯調査について（照

会）」（令和３年８月 27 日総行公第 87 号・総行安第 48 号）により、総務省として、緊急

事態宣言が実施された区域が存在する令和３年４月から６月までの期間について、新型コ

ロナウイルス感染症対応を踏まえた時間外勤務の上限規制・健康確保措置の運用状況につ

いての調査を実施したところです。今般、その結果について別添１及び２のとおり調査結

果を取りまとめましたので通知します。 

新型コロナウイルス感染症への対応等が求められる中において、今般の調査結果からは、

上限時間を超える時間外勤務を行い、長時間労働を余儀なくされた職員が生じていた状況

が明らかとなっています。職員に対し、時間外勤務時間の上限規制及び健康確保措置を適

正に運用することにより労働環境を確保していただくとともに、上限時間を超えるような

時間外勤務を命じることを必要最小限にとどめるべく、引き続き、業務分担の見直しや、

会計年度任用職員等の採用、応援体制の確保、人員の適正な配置など時間外勤務縮減に向
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けた適切な対策に取り組んでいただくようお願いいたします。 

また、今般の調査の中では、医師の面接指導の実施状況についても結果を取りまとめて

いるところですが、面接指導の対象となる職員が業務多忙で面接時間を確保できないとい

った状況が生じていたことが明らかとなっています。労働安全衛生法第 66 条の８第１項等

の規定に基づく医師による面接指導の実施のためには、産業医等の健康管理体制が不可欠

であり、各地方公共団体においては、これまでも必要な体制の整備等を行っていただいて

いるところですが、今般、医師による面接指導を効果的に実施するに当たって参考となる

取組について別紙のとおりまとめましたので、当該取組も参考に、適正な運用を図ってい

ただくようお願いいたします。 

 各都道府県におかれましては、貴都道府県内の市区町村に対してもこれらを周知してい

ただきますようお願いいたします。 

なお、本通知については地域の元気創造プラットフォームにおける調査・照会システム

を通じて、各市区町村に対して情報提供を行っていることを申し添えます。 

本通知は、地方公務員法第 59 条（技術的助言）及び地方自治法第 245 条の４（技術的助言）

に基づくものです。 

 

 

 

 

  
（連絡先）総務省自治行政局公務員部 

【下記以外の事項】 

公務員課 川﨑、西野、越山 

         TEL:03-5253-5544 

【安全衛生に関する事項】 

安全厚生推進室 田路、田邊 

           TEL:03-5253-5560 
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別紙 

 

医師による面接指導を効果的に実施するに当たって参考となる取組 

 

 

１．周知・啓発等 

長時間勤務が過労死等の主な原因の一つとなっている一方、そのような心身の疲労は

自覚できない場合も多く、職員の健康管理を効果的に行うためには、職員の健康状態と

職場環境をよく知る産業医等の医学的活動が不可欠であるとの観点から、職員の面接指

導への申出を勧奨する。 

また、日常的な相談窓口があることで面接指導に抵抗のある者も安心して相談・申出

が出来るよう、プライバシーや不利益取扱いの防止に配慮しつつ相談環境を整備し、申

出方法等の周知を行う。 

（例）・庁内ＬＡＮによる掲示板で過重労働による健康障害防止への意識啓発 

・新型コロナウイルス感染症対策関連部署の業務に従事する職員に対する健康確

認のストレスチェック、セルフケアや体調管理の情報提供、面談の勧奨 

・新型コロナウイルス感染症対策関連部署へ直接職場訪問し、健康状態の聞き取

りや面談の実施、面接指導の案内 

・保健師等によるメール相談・オンライン相談 

 

２．事前問診票、チェックリスト等の活用 

厚生労働省作成の「医師による長時間労働面接指導実施マニュアル」（参考１）や同

マニュアルにおける様式（様式１～４）等も参考に、事前問診票、チェックリスト等を

活用して事前に情報を得るなど、面接指導を効率的かつ円滑に実施する方策を検討する。 

 

３．情報通信機器の活用 

  急速なデジタル技術の進展や、新型コロナウイルス感染症の対策を踏まえ、面接指導

について、対面での実施に限らず、厚生労働省の通知（参考２）で示されている基本的

な考え方や留意事項を十分に参照した上で、情報通信機器を用いた実施を検討する。 

 

 

（参考資料） 

参考１：「医師による長時間労働面接指導実施マニュアル」 

（https://www.mhlw.go.jp/content/000843223.pdf） 

   （様式１）面接指導の事前問診票 

   （様式２）働く人のための疲労蓄積度自己診断チェックリスト 

   （様式３）面接指導の記録用紙 

   （様式４）長時間労働者に対する面接指導報告書 

参考２：情報通信機器を用いた労働安全衛生法第 66 条の８第１項、第 66 条の８の２第１

項、第 66 条の８の４第１項及び第 66 条の 10 第３項の規定に基づく医師による面

接指導の実施について 
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